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５ 災害に強いまちづくり計画 

施策 9-1-⑪  災害記録の保存・整理  

 

【取組の概要】 

実際に災害が生じることは限られていることから、災害が生じた際の記録を保存・整

理し、後世に伝えていくことは非常に重要な取組になります。 

実際に災害が生じている際には、情報の輻輳や対応すべき事項が多く、記録を残すこ

とは困難な状況に陥ることが想定されますが、避難所における避難者台帳や住民からの

問い合わせ記録等の様式を事前に作成しておくことで、災害対応の記録を残していくこ

とが期待されます。 

また、東北の被災地では、震災の記憶をとどめ、災害のおそろしさを後世に伝えてい

くために、震災で被災した建物などを保存していく取り組みが進められています。 

 

【計画、整備にあたっての着眼点・留意点】 

・避難所における避難者台帳や住民からの問い合わせ記録等の様式を事前に作成し、職

員に周知を図ることで、確認すべき項目の統一化が図られ、情報の集約・整理におけ

る均一化や効率化が期待されます。 

・東日本大震災から得られた教訓は、四国地方における南海トラフの巨大地震への備え

に役立っていることを認識し、災害の規模の大小にかかわらず、記録を整理しておく

ことが必要です。 

・被災の様相を思い起こさせる施設の保存等については、被災者の心情を踏まえること

が必要です。 

 

○岩手県宮古市の取組み 

 

 

・岩手県宮古市の田老地区では、津波遺構保存事

業として、被災した「たろう観光ホテル」を保

存し、後世に津波のおそろしさを伝えること

としています。 

 

 

 

  

共通 

・津波遺構保存整備事業により被災したホテルの保存 
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○大豊町の取組み 

 

 

・大豊町では、平成 26年８月の台風 12号、11号の災害対応等を踏まえ、今後の災害対

策に活用していくため、タイムラインを作成しました。 

 

【大豊町タイムラインの特徴】 

・台風等による土砂災害から町民を守ることを目的とした計画 

・多くの地すべり・がけ崩れが発生した、平成 26年台風第 12号、11号の経験・教訓を

踏まえ作成 

・防災対応をレベル１～６（台風の発生～最接近・被害発生～通過）で分け、各段階の

対応を整理 

・各段階で、町民に取って欲しい行動、役場から町民に対する情報伝達内容の明確化 

 

【地区タイムラインの作成】 

・モデル地区において地区タイムラインの作成 

   参照：岩原・筏木・西峰三谷地区をモデルとしての 

      地区タイムライン作成取り組み状況 

 

【平成 27年台風第 11号における試行運用】 

・平成 27年 7月の台風第 11号において、タイムラインを試行運用し、防災対応を行っ

た。 

・タイムライン対応に係る、意思決定や情報共有等は、課長会議において実施された。 

 

参照：高知県大豊町タイムラインの取組状況 

 

・災害の経験を踏まえたタイムラインの作成 
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